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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成15年 
  12月31日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

売上高 (千円) 6,633,512 7,604,568 8,080,470 13,394,706 14,891,023

経常利益 (千円) 328,578 476,406 222,743 682,093 847,457

中間(当期)純利益 (千円) 184,705 276,885 131,406 385,774 492,836

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,057,500 1,057,500 1,057,500 1,057,500 1,057,500

発行済株式総数 (株) 5,136,600 5,136,600 5,136,600 5,136,600 5,136,600

純資産額 (千円) 4,791,529 5,165,236 5,411,782 4,996,015 5,383,861

総資産額 (千円) 8,688,435 9,271,477 11,378,080 8,532,345 8,986,597

１株当たり純資産額 (円) 933.35 1,006.14 1,054.17 972.21 1,046.39

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 35.98 53.93 25.60 74.17 93.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 20.00 20.00

自己資本比率 (％) 55.1 55.7 47.6 58.6 59.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 89,231 529,743 △358,707 △103,611 970,252

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △ 691,278 △162,773 △1,510,533 △795,677 △599,974

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 953,098 △120,772 1,921,358 979,557 △247,461

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 499,122 652,999 581,737 406,802 529,619

従業員数 
(外、平均臨時雇用 
者数) 

(人) 
140 
(410)

143
(435)

158
(556)

140 
(417)

158
(437)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

当社は、関係会社を有しておりません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在の従業員数は、158名であります。 

なお、このほか臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員は、556名(1日8時間換算)であります。 

(注) 1 従業員数は就業人員数であります。 

 2 平均臨時雇用者数が当中間会計期間において119名増加しておりますが、この増加の主な理由は大野城店（平成17年11

月オープン）での新規雇用によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間期におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資の増加や雇用・所得環境の改善など景気に

明るい兆しが見え始め、個人消費は底堅く推移いたしましたが、原油価格の高騰や将来の社会保障費負担の増大

懸念等により本格的回復には未だ至っておらず商品価格のデフレも依然続いております。 

 ホームセンター業界においては、規模の拡大を目指した大規模店の出店や商圏地域の拡大等同業種内の競争と

他業態との垣根を超えた競争等、消費者争奪の厳しい状況が続いております。 

 このような中、当社は「住まいと暮らしに関するものはすべて満たす」という方針のもと、お客様に信頼され

支持されるＤＩＹ大型専門店としての店づくりに注力し、お客様の要望される商品の導入拡充、専門知識を持っ

た人材の育成に努め、他店及び他業種との差別化に努めてまいりました。 

 しかしながら既存店の成績は、夏は猛暑となり秋も残暑となりましたが、冬は一転して記録的な寒波が襲い低

温となるなど異常気象に見舞われ、消費者のＤＩＹ活動に影響を与えたことと、前年の台風特需の反動減などか

ら来店客数が減少（前年同期比99.9％）し、また客単価の下落（前年同期比98.5％）も依然止まらなかったこと

により、売上高は74億9千万円（前年同期比98.5％）となり平成14年12月期以来3年ぶりに既存店前年実績を下回

る結果となりました。全店では、平成17年11月に大野城店（福岡県大野城市）がオープンし、店舗数は8店舗と

なりました。同店は福岡市に隣接しており商圏人口も多いことから開店当初より大勢のお客様にご来店いただき

好評を博しております。これらの結果、来店客数は前年同期比106.9％、客単価は前年同期比99.4％となり、売

上高は前年同期比106.3％の80億8千万円となりました。利益は大野城店のオープンに係る一時費用等の発生によ

り、販売費及び一般管理費が前年同期より3億5千5百万円増加したことにより、経常利益は前年同期比46.8％の2

億2千2百万円、中間純利益は前年同期比47.5％の1億3千1百万円となりました。 

（注）営業開始13ヵ月経過後の店舗を既存店として定義しております。 

部門別業績は次のとおりであります。 

ＤＩＹ用品部門・・・ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥料・用

土、植物、エクステリア用品、石材 

 ＤＩＹ用品部門では、ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬剤肥

料・用土、植物、エクステリア用品、石材の全てを継続して、最重点強化部門とし、お客様の要望される商品、

プロ需要商品の拡充などＤＩＹ大型専門店としての店づくり、売場拡充に努めてまいりましたが、異常気象の影

響や前年の台風特需の反動減などにより、既存店売上高は37億9千7百万円（前年同期比94.1％）となり、全店売

上高は40億5千万円（前年同期比100.4％）となりました。 

  

  

  

家庭用品部門・・・家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品 

 家庭用品部門では、インテリア用品と電気資材用品、住宅設備用品のＤＩＹ関連を継続して最重点強化部門と

し、お客様の要望される商品の拡充に努めてまいりました。その結果、既存店売上高は24億6千7百万円（前年同

期比102.8％）となり、全店売上高は27億2千6百万円（前年同期比113.6％）となりました。 

  

カー・レジャー用品部門・・・カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 

 カー・レジャー用品部門においても、お客様の要望される商品の拡充に努めてまいりました。その結果、既存



店売上高は12億2千5百万円（前年同期比104.9％）となり、全店売上高は13億2百万円（前年同期比111.5％）と

なりました。 

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間期より7千1百万円減少の5億8千

１百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において営業活動の結果使用した資金は、3億5千8百万円（前中間期は5億2千9百万円の獲得）となり

ました。これは主に、大野城店のオープンに係る一時費用等の発生により販売費及び一般管理費が増加し、税引

前中間純利益が2億2千万円(前年同期比46.3％)と減少したことに加え、大野城店の開店と既存店のお客様要望商

品の拡充等によりたな卸資産の増加額が8億9千1百万円（前年同期比192.1％）となったことによるものでありま

す。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において投資活動の結果使用した資金は、15億1千万円（前年同期比928.0％）となりました。これは

主に、大野城店の店舗建物取得等により有形固定資産の取得による支出が14億7千8百万円（前年同期比

984.8％）となったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において財務活動の結果得られた資金は、19億2千1百万円（前中間期は1億2千万円の使用）となりま

した。これは主に、大野城店の店舗建物取得及び商品仕入代金等を短期借入金で9億5千万円(前中間期はなし)、

長期借入金で12億円（前年同期より11億2千5百万円の増加）調達したことによるものであります。 

  

  

  

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

当中間会計期間の販売及び仕入の状況は、次のとおりであります。 

(1) 販売実績 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 部門別の用品明細は次のとおりであります。 

  

  

(2) 単位当たり売上高 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数には、臨時従業員(１日８時間換算)を含んでおります。 

３ １㎡当たり売上高には、ネット販売は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 部門別の用品明細は次のとおりであります。 

  

部門別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

ＤＩＹ用品 4,050,719 50.1 100.4 

家庭用品 2,726,834 33.8 113.6 

カー・レジャー用品 1,302,916 16.1 111.5 

合計 8,080,470 100.0 106.3 

(1) ＤＩＹ用品 ……ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、

薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材 

(2) 家庭用品 ……家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品 ……カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 

項目 前年同期比(％) 

売上高 (千円) 8,080,470 106.3 

売場面積(平均) (㎡) 41,937 107.7 

１㎡当たり売上高 (千円) 192 98.7 

従業員数(平均) (人) 714 124.0 

１人当たり売上高 (千円) 11,314 85.7 

部門別 金額(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

ＤＩＹ用品 3,299,975 48.8 106.3 

家庭用品 2,371,692 35.0 122.9 

カー・レジャー用品 1,097,703 16.2 117.5 

合計 6,769,371 100.0 113.4 

(1) ＤＩＹ用品 ……ホビー・木製品、建材、手工具、電動工具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、

薬剤肥料・用土、植物、エクステリア用品、石材 

(2) 家庭用品 ……家庭用品、日用品、インテリア用品、電気資材用品、収納用品、住宅設備用品

(3) カー・レジャー用品 ……カー用品、アウトドア用品、ペット、生体、文具 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

前事業年度末に計画していた主要な設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の「土地」の[ ]の数字は賃借中のものの面積で、内数であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員の（ ）は、臨時従業員の期中平均雇用人員で、外数であります。 

４ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更は

ありません。 

(2) 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(人) 

完了年月 
建物及び 
構築物 

土地(面積㎡)
工具器具
及び備品

合計

大野城店 
( 福 岡 県 大 野 城
市） 

店舗設備 1,248,692 
―

(21,055)
[21,055]

125,220 1,373,913
19 
(98) 

平成17年10月 

名 称 台 数 リース期間
当中間会計期間
リース料 
(千円） 

リース契約残高 
(千円） 

店舗用什器 一式 平成17年９月～平成22年11月 4,367 66,902 

レジスター 21 平成17年10月～平成22年９月 464 8,662 

フォークリフト ５ 平成17年８月～平成22年７月 694 7,610 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。   

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 10,328,000

計 10,328,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年3月17日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,136,600 5,136,600
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 5,136,600 5,136,600 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年12月31日 ― 5,136,600 ― 1,057,500 ― 1,086,500



(4) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大 薗 明 照 宮崎県都城市広原町8号1番地１ 630 12.27

エイチエスビーシーバンクピー
エルシーアカウントアトランテ
ィスジャパングロースファンド 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店） 

2 COPTHALL AVENUE. LONDON, ECR2 7DA 
UK 
  
（東京都中央区日本橋三丁目11番1号） 

306 5.96

大 薗 誠 司 
宮崎県北諸県郡三股町大字宮村
2780番地3 

256 4.98

ハンズマン社員持株会 宮崎県都城市吉尾町2080番地 245 4.77

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 230 4.47

有限会社ガーデンビル 宮崎県都城市早水町14号5番地 227 4.42

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川二丁目3番14号 158 3.09

資産管理サービス信託銀行 
株式会社 

東京都中央区晴海一丁目8番12号 126 2.46

大 薗 正 忠 宮崎県都城市早水町14号5番地 105 2.05

株式会社ライフ建築設計事務所 宮崎県都城市高木町4716番地12 100 1.94

計 ― 2,386 46.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 230千株 

日興シティ信託銀行株式会社 158千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 126千株 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、「議決権

の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  
  
２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低平均株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  2,900 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式5,133,200 51,332 同 上 

単元未満株式 普通株式   500 ― 同 上 

発行済株式総数 5,136,600 ― ― 

総株主の議決権 ― 51,332 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社ハンズマン 

宮崎県都城市吉尾町 
2080番地 

2,900 ― 2,900 0.06

計 ― 2,900 ― 2,900 0.06

月別 
平成17年 
７月 

８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 1,180 1,199 1,280 1,249 1,238 1,475

最低(円) 1,090 1,110 1,125 1,200 1,195 1,204



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年7月1日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年７月１日から平成16年12月31日まで)及

び当中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   659,099   587,837 535,719   

２ 売掛金   57,934   74,299 53,944   

３ たな卸資産   4,061,482   4,479,922 3,588,561   

４ 繰延税金資産   20,923   14,621 56,830   

５ その他   145,489   210,642 98,313   

流動資産合計     4,944,929 53.3 5,367,323 47.2   4,333,369 48.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※２         

(1) 建物 ※１ 2,272,208   3,292,316 2,192,908   

(2) 土地 ※１ 868,743   1,190,069 1,015,955   

(3) その他   504,414   652,864 615,499   

有形固定資産合計     3,645,366 39.4 5,135,250 45.1   3,824,363 42.6

２ 無形固定資産     151,157 1.6 193,222 1.7   169,487 1.9

３ 投資その他の資産           

(1) 敷金保証金   366,896   487,040 487,334   

(2) その他   171,627   198,143 174,942   

  貸倒引当金   △8,500   △2,900 △2,900   

投資その他の 
資産合計     530,023 5.7 682,284 6.0   659,377 7.3

固定資産合計     4,326,547 46.7 6,010,757 52.8   4,653,228 51.8

資産合計     9,271,477 100.0 11,378,080 100.0   8,986,597 100.0

                 



  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   1,330,054    1,382,169   807,875    

２ 短期借入金 ※１ 1,352,600    2,344,000   1,352,600    

３ 未払法人税等   180,974    55,781   221,335    

４ その他   281,795    304,999   381,722    

流動負債合計     3,145,424 33.9  4,086,950 35.9   2,763,533 30.8

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※１ 955,400    1,861,400   829,100    

２ 繰延税金負債   5,416    17,668   10,103    

３ その他   ―    279   ―    

固定負債合計     960,816 10.4  1,879,347 16.5   839,203 9.3

負債合計     4,106,241 44.3  5,966,297 52.4   3,602,736 40.1

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,057,500 11.4  1,057,500 9.3   1,057,500 11.7

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   1,086,500    1,086,500   1,086,500    

資本剰余金合計     1,086,500 11.7  1,086,500 9.6   1,086,500 12.1

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   23,827    23,827   23,827    

２ 任意積立金   500,000    500,000   500,000    

３ 中間(当期)未処分 
利益   2,487,677    2,720,360   2,703,628    

利益剰余金合計     3,011,505 32.5  3,244,188 28.5   3,227,455 35.9

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金     14,331 0.1  28,194 0.2   17,005 0.2

Ⅴ 自己株式     △4,600 △0.0  △4,600 △0.0   △4,600 △0.0

資本合計     5,165,236 55.7  5,411,782 47.6   5,383,861 59.9

負債・資本合計     9,271,477 100.0  11,378,080 100.0   8,986,597 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     7,604,568 100.0  8,080,470 100.0   14,891,023 100.0

Ⅱ 売上原価     5,469,702 71.9  5,864,335 72.6   10,774,950 72.4

売上総利益     2,134,865 28.1  2,216,135 27.4   4,116,072 27.6

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費     1,864,514 24.5  2,219,723 27.4   3,647,708 24.5

営業利益又は 
営業損失(△）     270,351 3.6  △3,588 △0.0   468,364 3.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   222,902 2.9  244,838 3.0   411,298 2.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   16,848 0.2  18,506 0.2   32,204 0.2

経常利益     476,406 6.3  222,743 2.8   847,457 5.7

Ⅵ 特別利益     ― ―  ― ―   ― ―

Ⅶ 特別損失     335 0.0  2,251 0.1   1,244 0.0

税引前中間 
(当期)純利益     476,070 6.3  220,491 2.7   846,213 5.7

法人税、住民税 
及び事業税   171,817    46,864   359,034    

法人税等調整額   27,367 199,184 2.7 42,220 89,085 1.1 △5,657 353,376 2.4

中間(当期)純利益     276,885 3.6  131,406 1.6   492,836 3.3

前期繰越利益     2,210,791   2,588,954    2,210,791  

中間(当期)未処分 
利益     2,487,677   2,720,360    2,703,628  

                 



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純利益  476,070 220,491 846,213

減価償却費  125,990 162,264 253,639

受取利息及び受取配当金  △321 △358 △643

支払利息  14,407 14,670 27,842

早期決済奨励金  △139,337 △159,205 △250,746

売上債権の増加額（△） 
又は減少額 

 △7,337 △20,355 △3,347

たな卸資産の増加額（△） 
又は減少額 

 △463,953 △891,360 8,967

仕入債務の増加額 
又は減少額（△） 

 536,584 574,293 14,406

未払消費税等及び 
未収消費税等の増減額 

 75,114 △175,469 144,939

役員賞与金の支払額  △5,000 △12,000 △5,000

その他  △28,507 3,496 32,307

小計  583,710 △283,533 1,068,578

利息及び配当金の受取額  321 358 643

利息の支払額  △12,865 △16,621 △26,679

早期決済奨励金の受取額  126,255 144,975 250,538

法人税等の支払額  △167,678 △203,886 △322,829

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 529,743 △358,707 970,252

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による 
支出 

 △150,159 △1,478,828 △440,826

有形固定資産の売却による
収入 

 ― 9 1,714

建設協力金の回収による 
収入 

 4,620 4,620 9,240

敷金保証金の支出  △12,059 ― △135,640

敷金保証金の返還による 
収入 

 393 294 3,535

その他  △5,567 △36,628 △37,997

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △162,773 △1,510,533 △599,974



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  1,450,000 4,030,000 3,450,000

短期借入金の返済による 
支出 

 △1,450,000 △3,080,000 △3,450,000

長期借入れによる収入  75,000 1,200,000 75,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △93,700 △126,300 △220,000

配当金の支払額  △102,072 △102,341 △102,461

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △120,772 1,921,358 △247,461

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増加額又は減少額(△) 

 246,197 52,118 122,816

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 406,802 529,619 406,802

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 652,999 581,737 529,619

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

① 商品 

売価還元法による

原価法 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法に

よる原価法 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

  

② 貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品 

同左 

  

② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用してお

ります。 

ただし、平成10年4

月1日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 

      8～38年 

車両運搬具 

      2～5年 

工具器具及び備品 

      5～15年 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用してお

ります。 

ただし、平成10年4

月1日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 

      8～38年 

車両運搬具 

      2～5年 

工具器具及び備品 

      4～15年 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用してお

ります。 

ただし、平成10年4

月1日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 

      8～38年 

車両運搬具 

      2～5年 

工具器具及び備品 

      5～15年 

  (2) 無形固定資産 

定額法を採用してお

ります。 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(5年)に基づ

いております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  (3) 長期前払費用 

均等償却しておりま

す。 

なお、償却期間につ

いては、法人税法に規

定する方法と同一の基

準によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については、貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については、個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

ヘッジ会計の要件を

満たす金利スワップに

ついて、特例処理を採

用しております。 

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

同左 

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引

(金利スワップ取引) 

・ヘッジ対象 

キャッシュ・フロ

ーが固定され、その

変動が回避されるも

の 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

当社は、変動金利を

固定金利に変換する目

的で一部の借入取引に

関し金利スワップ取引

を利用しているのみで

あり、投機目的及び短

期的な売買利益を目的

としたデリバティブ取

引は行わない方針であ

ります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  (4) ヘッジの有効性評価の

方法 

金利スワップの特例

処理を採用しているた

め、ヘッジの有効性の

判定は省略しておりま

す。 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

同左 

  (5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

金利スワップ取引

は、一部の借入金に限

定して利用しており、

取引の実行及び管理

は、借入金を主管する

経理部が行っておりま

す。 

また、多額の借入金

は取締役会の専決事項

であり、それに伴う金

利スワップ取引は取締

役会の承認を受けてお

ります。 

(5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

同左 

(5) その他リスク管理方法

のうち、ヘッジ会計に

係るもの 

同左 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ流動負債の「その

他」に含めて表示してお

ります。 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

（追加情報） 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  

―――――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

―――――――――――― 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第9号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当中間会計期

間から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」

（平成16年2月13日企業会計基準

委員会実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費が8,180千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益が8,180千円減少しておりま

す。 

  

―――――――――――― 
「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成15年法律第9号）が

平成15年3月31日に公布され、平

成16年4月1日以後に開始する事業

年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度か

ら「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成

16年2月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理

費が16,474千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利

益が16,474千円減少しておりま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

※１ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとおり

であります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 1,333,753千円

土地 841,755千円

計 2,175,508千円

(1) 担保に供している資産 

建物 2,162,743千円

土地 841,755千円

計 3,004,498千円

(1) 担保に供している資産 

建物 1,302,516千円

土地 841,755千円

計 2,144,272千円

(2) 上記に対応する債務 

短期 
借入金 

652,600千円

長期 
借入金 

955,400千円

計 1,608,000千円

(2) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

1,044,000千円

長期
借入金 

1,861,400千円

計 2,905,400千円

(2) 上記に対応する債務 

短期
借入金 

652,600千円

長期
借入金 

829,100千円

計 1,481,700千円

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,914,814千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,193,208千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,039,533千円 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

139,337千円

受取 
手数料 

74,148千円

受取利息 5千円

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

159,205千円

受取 
手数料 

78,610千円

受取利息 6千円

※１ 営業外収益の主要項目 

早期決済 
奨励金 

250,746千円

受取 
手数料 

148,134千円

受取利息 11千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 14,407千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 14,670千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27,842千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

123,379千円

無形固定 
資産 

2,611千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

156,196千円

無形固定 
資産 

6,068千円

３ 減価償却実施額 

有形固定 
資産 

248,288千円

無形固定 
資産 

5,351千円



  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年12月31日)

現金及び預金勘定 659,099千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

652,999千円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年12月31日)

現金及び預金勘定 587,837千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

581,737千円

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年６月30日)

現金及び預金勘定 535,719千円

預入期間が３か月 
を超える定期預金 

△6,100千円

現金及び 
現金同等物 

529,619千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  

  

  
車両 
運搬具 
(千円) 

  
工具器 
具及び 
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
(千円) 

  合計 
(千円)

取得 
価額 
相当額 

32,749  345,428  37,176  415,354

減価 
償却 
累計額 
相当額 

17,832  206,762  26,354  250,949

中間期 
末残高 
相当額 

14,917  138,666  10,821  164,405

         

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

  
車両 
運搬具 
(千円) 

 

工具器
具及び
備品 
(千円)

 
ソフト
ウェア
(千円)

 
合計
(千円)

取得 
価額 
相当額 

52,592  296,804  14,987  364,384

減価 
償却 
累計額 
相当額 

17,333  159,445  9,981  186,760

減損損失
累計額 
相当額 

―  ―  ―  ―

中間期 
末残高 
相当額 

35,258  137,359  5,006  177,624

         

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

  

 
車両
運搬具
(千円)

 

工具器 
具及び 
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
(千円) 

  合計 
(千円) 

取得
価額 
相当額 

32,749  339,628  37,176  409,554

減価
償却 
累計額 
相当額 

21,029  235,325  30,162  286,517

期末
残高 
相当額 

11,719  104,302  7,014  123,036

        

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

１年内 77,273千円

１年超 89,760千円

合計 167,033千円

   

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

  未経過リース料中間期末残高

相当額 

   
  リース資産減損勘定の残高 

            －千円 

１年内 64,798千円

１年超 114,124千円

合計 178,923千円

② 未経過リース料期末残高相当

額 

  

１年内 59,100千円

１年超 65,801千円

合計 124,901千円

 

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 44,996千円

減価償却費 
相当額 

43,270千円

支払利息 
相当額 

1,117千円

   

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

支払リース料 41,317千円

リース資産減
損勘定の取崩
額 

－千円

減価償却費 
相当額 

40,049千円

支払利息 
相当額 

705千円

減損損失 －千円

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 87,931千円

減価償却費 
相当額 

84,639千円

支払利息 
相当額 

1,933千円

 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

１年内 6,241千円

１年超 12,072千円

合計 18,314千円

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  

１年内 7,858千円

１年超 14,960千円

合計 22,818千円

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 8,524千円

１年超 14,777千円

合計 23,301千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年6月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

該当事項はありません。 

  

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 56,029 24,006

合計 32,023 56,029 24,006

種類 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 79,250 47,227

合計 32,023 79,250 47,227

種類 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 32,023 60,508 28,485

合計 32,023 60,508 28,485



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法 

金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ 上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスク量を示すものではあ

りません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

(１株当たり情報) 

  

（注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

区分 種類 

前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

契約額等 
(千円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価 
損益 
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等
のうち 
１年超 
(千円) 

時価
(千円) 

評価
損益 
(千円) 

契約額等
(千円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円) 

時価 
(千円) 

評価
損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

スワップ 
取引 

支払固定・ 
受取変動 

138,000 82,000 △2,449 △2,449 82,000 26,000 △902 △902 110,000 54,000 △1,677 △1,677

合計 138,000 82,000 △2,449 △2,449 82,000 26,000 △902 △902 110,000 54,000 △1,677 △1,677

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当社は、関連会社がないため、該当

事項はありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 1,006円14銭 １株当たり純資産額 1,054円17銭 １株当たり純資産額 1,046円39銭

１株当たり中間純利益 53円93銭 １株当たり中間純利益 25円60銭 １株当たり当期純利益 93円66銭

なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、潜在株式が存
在しないため、記載しておりませ
ん。 

項 目 前中間会計期間
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

中間(当期)純利益  (千円) 276,885 131,406 492,836 

普通株主に帰属しない金

額  
(千円) ―――― ―――― 12,000 

(うち利益処分による役

員賞与金) 
(千円) ―――― ―――― (12,000) 

普通株式に係る中間(当

期)純利益  
(千円) 276,885 131,406 480,836 

普通株式の 

期中平均株式数 
(株) 5,133,700 5,133,700 5,133,700 



  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書及び
その添付書類 

事業年度 
(第41期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年9月30日 
九州財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ハンズマン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ハンズマンの平成１６年７月１日から平成１７年６月３０日までの第４１期事業年度の中間会計期間(平成１６年

７月１日から平成１６年１２月３１日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ハンズマンの平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１

６年７月１日から平成１６年１２月３１日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１７年３月１０日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  渕  輝  生  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社ハンズマン 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ハンズマンの平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第４２期事業年度の中間会計期間(平成１７年

７月１日から平成１７年１２月３１日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ハンズマンの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１

７年７月１日から平成１７年１２月３１日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成１８年３月１０日 

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  尾  政  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  内  藤  真  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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